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関わる全ての人をＨＡＰＰＹに

Mission

V i s i o n

テクノロジーで不動産領域に
革新的プラットフォームを創造する

～ 不動産取引でたくさんの笑顔がうまれる社会の実現を目指して ～
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SaaS×不動産テック領域に一気通貫のプロダクトラインナップを提供

不動産仲介会社向け

Brokerage solutions

賃貸管理会社向け

Property management solutions

賃貸管理システム導入実績No.1※1

※1：2020年全国賃貸管理ビジネス協会
WEBアンケート調べ(2020年1月17日～
2020年1月31日、2020年2月14日～2020年
2月20日)

業者間物件共有 集客支援・追客支援 契約支援 賃貸管理支援 コミュニケーション支援

経営分析支援

不動産事業者間で行わ
れる物件情報の共有・
仕入業務をデジタル化

ホームページでの集客
支援及び大手ポータル
サイトへの掲載支援

オンラインでの不動産取引
を支援、申込み、重説から

契約までスマホで完結

入居管理、更新管理、請求管理、入
金管理、オーナー送金、修繕管理な
ど、幅広い業務をシステムで効率化

オーナーや入居者との連絡を効率化、
専用スマホアプリで適切なコミュニ

ケーションを実現、トラブル防止にも。

賃貸革命に蓄積されたデータを自動
分析し、賃貸管理状況の見える化を

実現。分析作業の効率化にも。

不動産業務フローに沿った一気通貫のソリューションを提供

無償

業者間物件共有・物件仕入 集客・追客 契約 賃貸管理 入居者･オーナー管理 経営分析

IT重説

CRM|顧客管理

無償

クリエイト賃貸住宅インデックス

賃料及び空室率に関
する指標の情報提供

サービス

オーナー向け
満室戦略レポート

自動作成ロボ
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経営分析

業者間共有

物件仕入

集客

契約

賃貸管理

入居者・

オーナー管理

ライフライン取次会社

不動産情報データ連携

保険会社（少額短期保険）

新電力提供会社

生活情報サービス
運営会社

電子決済事業会社

不動産ポータルサイト

家賃保証会社

不動産事業者 関連事業者

プラットフォーム

金融機関入出金データ連携

不動産ＤＸ

データ連携

データ連携

データ連携

データ連携

データ連携

データ連携

プラットフォームにより不動産仲介会社、賃貸管理会社向けに多彩なサービスを提供

不動産事業者と繋がる関連事業者との手続きもAPI連携(データ連携)で効率化
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2024年６月期第１四半期業績ハイライト
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2024年 6月期 第１四半期決算のポイント

・前年同様の２２％の売上進捗、計画通りの業績状況。

・ＤＸ推進に向けた不動産関連会社の投資意欲は継続。

・ストック売上の堅調な伸びと解約率も低位安定。

・ＡＩ関連サービスのリリース進む。

・マーケティング強化による営業人員の適正化。

・２Ｑ以降も当社の強みを訴求し、下期以降の営業拡大を目論む。

・丁寧な導入サポートで着実に契約を積み上げ、
解約率を抑え、利益率の高いビジネスモデルの遂行を目指す。
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853 

922 

956 

1,037 

売上高

968 

売上高

FY2023.6（前期）
通期実績

3,770 百万円

FY2024.6
通期計画

4,400 百万円

進捗

22.6％１Q

２Q

３Q

４Q

進捗

22.0％

１Q実績

１Qの売上高・営業

利益は通期計画に対

して堅調なスタート

■ 今期16.7％超の増収、営業利益倍

増を計画。今期１Qの進捗率は、約

22％と前年実績同様の水準。

■営業利益についても、今期下期偏

重の業績計画の中、例年同水準の進

捗となり、通期計画達成に向け堅調

なスタート。

＜売上高 > < 営業利益 >

44 

82 

50 

152 

営業利益

74 

156 

470 

営業利益

FY2024.6
通期計画

700 百万円

（上期 230＋下期 470）

FY2023.6（前期）
通期実績

329 百万円

進捗

13.3％

進捗

10.6％

１Q実績

下期計画

上期残
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仲介ソリューション：不動産仲介業に対して提供する仲介業務支援サービス群による売上

管理ソリューション：賃貸管理業に対して提供する管理業務支援サービス群による売上

売上高 YoY＋13.4％

営業利益 YoY＋66.0％

売上・営業利益ともに計画達成

にむけて堅調に推移。第１四半

期の売上としては過去最高。

FY2023(前期)

１Q実績
FY2024
１Q実績

前年同期比 概況

売上高 853 968 ＋13.4％
堅調に推移、第1四半期売上として
は過去最高の売上となる。

仲介ソリューション 359 385 ＋7.2％
単体成長＋子会社リアルネットプロ
社の売上増加。

管理ソリューション 485 572 ＋17.9％
賃貸革命の新規顧客獲得及び既存顧
客へのアップセル増加。
ストック売上も積み上がり増加。

売上総利益 597 626 ＋4.8％
売上原価はソフトウェア減価償却及
び開発人件費等により増加、今後は
売上増による改善を見込む。

売上高総利益率 70.0％ 64.7％ ▲5.4pt

営業利益 44 74 +66.0％
売上高の増加及び販管費横ばい水準
により営業利益・利益率ともに増加。

営業利益率 5.2％ 7.7％ +2.5pt

EBITDA 106 161 +51.8％

経常利益 95 73 ▲23.2％

親会社株主に帰属する
四半期純利益 57 42 ▲25.8％

(百万円)

１Q 業績ハイライト

■ 2024年６月期 第１四半期 業績ハイライト
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仲介ソリューション：不動産仲介業に対して提供する仲介業務支援サービス群による売上

管理ソリューション：賃貸管理業に対して提供する管理業務支援サービス群による売上

FY 2023 実績
FY 2024
実績

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

売上高 853 922 956 1,037 968

仲介ソリューション 359 379 388 379 385

管理ソリューション 485 533 559 646 572

営業利益 44 82 50 151 74

営業利益率 5.2％ 8.9% 5.3％ 14.6％ 7.7％

経常利益 95 80 49 150 73

親会社株主に帰属する四半期純
利益

57 50 26 51 42

(百万円)

業績_四半期推移

単体＋子会社リアルネットプロ

社の成長により売上増加。人

材・拠点展開等の先行投資一巡

により営業利益もYoYで増加。

■ １Q 業績ハイライト | 四半期推移
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ストック・イニシャル

売上の推移

397 419 434 449 465 485 507 524

658 687 709 721
762

251 235 204
226

278
280

181

332

195

235
247

316 206

648 654 638 
675 

743 
765 

688 

856 853 

922 
956 

1,037 

968 

0

200

400

600

800

1,000

１Q ２Q ３Q ４Q １Q ２Q ３Q ４Q １Q ２Q ３Q ４Q １Q

FY2021 FY2022 FY2023 FY2024

ストック イニシャルストック売上

イニシャル売上

解約率も低位安定、四半期毎に

順調に積み上がる。

若干の季節要因はありつつ、

YoYでは＋5.4％の売上増加。

※イニシャル：販売時に一括で売上計上するソ
フトウェアの導入費用・導入ライセンス

※ストック：保守・利用期間にわたって売上計上
するライセンス料金・サービスの利用料

＋13.4％

前年同期比

（前年同期比）

＋15.8％

＋5.4％

（百万円）

■ 通期業績ハイライト | ストック・イニシャル売上の推移
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FY2021 FY2022 FY2023

※ＭＲＲ・・・Monthly Recurring Revenueの略称で、月ごとに繰り返し得られる収益のこと。 月間経常収益のことである。

（千円）

＋8.6%

前年同期比

＋21.3%

70,826 74,990 77,868 81,902 85,510 90,891 94,563 99,421 104,596 108,205 112,762 113,645 
126,888 

64,287 
66,400 68,047 68,986 71,195 

71,821 
74,445 

75,805 

117,250 
125,237 125,022 125,967 

127,327 

135,113 
141,390 145,915 150,889 

156,705 162,712 
169,008 175,226 

221,847 
233,443 237,785 239,612 

254,215 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q １Q 2Q 3Q 4Q 1Q

管理ソリューション 仲介ソリューション

＋14.5％
前年同期比

MRR推移

仲介・管理ソリューションともにYoYで増加。管理ソリューションはクラウド原価増に伴う提供価格の改

定もあり、YoYで＋21.3％。

リアルネットプロ社との経営統合により
仲介ソリューションの売上が増加

FY2024
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解約率の推移

現地サポートのシステムアド

バイザーやコールセンター・

カスタマーサクセスによる支

援により低い解約率を維持。

１Q実績：0.4％

（前期平均実績：0.6％）

0.4% 0.5%
0.3%

0.6% 0.5% 0.4%
0.4% 0.6%

0.4% 0.3%

1.2%

0.6% 0.4%

FY2021 FY2022 FY2023

３Q２Q１Q４Q３Q２Q１Q４Q３Q２Q１Q

注：３Qの解約率上昇は2023年1月の特定ユーザー１社への専用サービス提供

終了に伴い月次解約率が一時的に上昇。前期４Q以降は通常の水準に回帰。

４Q

前期３Qの解約率一時上昇について

低い解約率へ

低い解約率を維持する当社の顧客支援

現地で運用支援を実施するスタッフと、専

用コールセンターにより顧客満足度を向上

システムアドバイザー コールセンター

■ 解約率の推移（平均月次解約率）

FY2024

１Q

※月次解約率：既存契約の月額課金額に占める、解
約に伴い減少した月額金額の割合
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+25

+87 +１ ▲２ +85

44
74

前年同期比 ＋ 30 百万円

仲介ｿﾘｭｰｼｮﾝ
売上

管理ｿﾘｭｰｼｮﾝ
売上

その他
売上

販管費及び
一般管理費

売上原価

FY2023

第1四半期

FY2024

第1四半期

(百万円)

■ オーガニック成長
による増加

■ オーガニック成長＋
クラウド製品値上げにて増加

■給与改定による人件費は増加も、前
期１Qに計上されたM&Aの一時費用分
が減少したため、YoYでは横ばい

■ソフトウェア減価償却
及び開発人件費等による
増加

営業利益増減要因

営業利益 74 百万円

売上増加及び投資フェーズ

終了により増益、今後も高

い利益率への回帰を図る。

YoY ＋66.0 ％

■ 営業利益増減要因（YoY）
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売上原価・販管費推移

310 312
341 344

372 384
418

584
552

509

561
534

55247.9%
47.8%

53.5%

51.0%

50.0%
50.3%

60.8%

68.2%
64.7%

55.2%

58.7%

51.5% 57.0%

-20.0%

-10.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

FY2021 FY2022 FY2023 FY2024

販管費 販管費率

販管費売上原価

174 165
182

198 194 189 187
220

256

330 344 351 341

26.9%
25.3%

28.6%

29.4%
26.2%

24.8%

27.3%
25.7%

30.0%

35.9% 36.0%

33.9% 35.3%

-20.0%

-10.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

FY2021 FY2022 FY2023 FY2024

売上原価 売上原価率

（百万円） （百万円）

売上の影響によりQoQでは原価率上昇も原価額自体は減少。今
後は費用横ばいを想定。売上増加により原価率低減を想定。

物価高・インフレに伴う給与改定により、QoQでは費用増となる
が、今後は横ばいを想定。売上増により販管費率も低減を想定。
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無償サービス利用

顧客の推移（顧客基盤）

年間計画に対して27.8％の進捗

フリーミアム戦略※の要となる無償

サービスの顧客基盤は順調に増加。

（事業所）

27.8％

１Q進捗率

１Q実績

※１：FY2023期初の既存事業所数の増加について

FY2022の期末時点の20,286事業者に経営統合したリアプロ仲介（無償）の既存顧客である17,157事業所

（不動産BBとの重複を除く）をアドオンしております。

１Q 1,394 

FY2024

■ 業者間物件流通サービス（無償）の顧客数推移

無償 有償

※フリーミアム戦略とは基本となるサービスや

製品を無償で提供し、さらに高度な機能やサー

ビスを利用す る際には料金を課金する仕組みの

ビジネスモデル。

10,662 
12,526 

15,025 16,644 

37,443 

43,017 

1,864 
2,499 

1,619 

3,642 

5,574 

5,000 

12,526 
15,025 

16,644 

20,286 

43,017 

48,017 

FY 2019 FY 2020 FY 2021 FY 2022 FY 2023 FY 2024

過去増加推移と当期計画

当期計画

無償

当期計画：＋5,000 事業所の増加を図る

5,000

当期計画

※１
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月額有償サービスの利

用顧客数推移

有償サービスのアップセル・
クロスセル

計画に対して15.8％の進捗、

マーケティング施策の強化によ

り一段の顧客獲得増を図る。

■ 月額有償サービスの利用顧客数

無償 有償

15.8％

1Q進捗率（事業所）

※１：FY2023期初の既存事業所数の増加について

FY2022の期末時点の4,186事業者に経営統合したリアプロ管理（有償）の既存顧客である1,147事業所

（当社有償顧客との重複を除く）をアドオンしております。

※１

１Q実績過去増加推移と当期計画

当期計画：＋650 事業所の増加を図る

4,012 

5,333 
5,850 

174 

517 

650

4,186 

5,850 

6,500 

FY 2022 FY 2023 FY 2024

当期計画

650

当期計画

103

FY 2024

有償サービス

１Q
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電子入居申込サービス・電子契約サービスの導入事業者数

3
30

119

208

259

312
340

412

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

2Q 3Q 4Q １Q 2Q 3Q 4Q 1Q

FY2022 FY2023 FY2024

有償
無償

■電子契約サービス導入事業者数の推移（累計）

50 

734 

1,490 

1,677 
1,835 

1,968 

2,326 

2,467 2,555 2,630 
2,680 2,728 2,794 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

１Q 2Q 3Q 4Q １Q 2Q 3Q 4Q １Q ２Q 3Q 4Q 1Q

FY2021 FY2022 FY2023 FY2024

■電子入居申込サービス導入事業所数の推移（累計）

不動産取引のDX化、電子契約・電子入居申込の普及に向けて啓蒙活動を推進し、堅調に推移。

「電子入居申込」は契約前のステップであ

る入居申込のやり取りをオンラインで完結

できる賃貸管理会社向け機能です。 手書き

の申込書やFAX・電話でのやり取りは不要

となり、業務の生産性向上に繋がります。

2022年５月法改正

2022年5月の宅建業法改正により、完全オ

ンラインでの契約業務が可能となりました。

電子契約サービスでは、これまで対面や郵

送で行なっていた賃貸借契約が簡単・安全

にオンラインで対応できます。

（事業所）（事業所）
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ＡＩ・ビッグデータ活用サービスのリリース実績

■「CRIX」国内事業者としては２例目となるAWS 

Data Exchangeを通じた有料コンテンツ提供を開始
■ オーナー向け満室戦略レポーティングサービス

「空室対策ロボ」販売開始

賃貸関連データ

「空室対策ロボ」は、不動産ビッグデータとAIを駆使する

ことで、賃貸住宅ごとに高度な「満室戦略レポート」を

WEB上で作成できる賃貸管理会社の営業支援DXサービスで

す。空室に困るオーナーへの提案、信頼獲得により、賃貸

管理会社は管理戸数拡大につなげることが可能です。

「CRIX」は当社が提供するクラウ

ドサービスを通じて収集したビッ

グデータをもとに、賃貸住宅の賃

料および空室率に関する指標（イ

ンデックス）です。

■ ChatGPTを活用したサービス強化、物件PR文の

自動生成機能をアップデート予定

通常、PR文作成は、担当者が物件の特色を理

解した上で、数行にわたる文章を自ら作成す

る必要がある。「ChatGPT」を活用した賃貸

革命の「自動コメント挿入」を利用いただけ

れば、わずか数秒で適切なPR文が生成され、

担当者の業務効率化につながります。

既存のクラウドサービス群

データ集約
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プラットフォーム関連 リリース実績

■ 株式会社賃貸保証サポートとの提携開始

■ 日本情報クリエイト×リアルネットプロ製品間連携

第3弾_WEB申込連動スタート

プラットフォーム構築推進

グループ内シナジー最大化

■沖縄県最大級の不動産ポータルサイト「グーホーム」と賃

貸管理システム「賃貸革命10」が連動開始

■三井住友海上火災保険株式会社との提携開始

賃貸革命10に登録されている物件情報を「グーホー

ム」へシームレスに掲載することが可能となり、業

務効率の向上と入力ミスの削減に繋がります。

当社「電子入居申込サービス」とのデータ連携。手書

きでの保証申込書作成の手間軽減。記載漏れも防ぎ、

スムーズな保証審査が可能となります。

当社「電子入居申込サービス」と三井住友海上が提供

する賃貸住宅居住者向け火災保険（以下、火災保険）

のデジタル保険募集システム「ネット ｄｅ 保険＠

るーむ」のデータ連携。スムーズな保険申込の実現。

リアルタイム業者間流通サイト「リアプロ」にて賃貸

管理会社も仲介会社も無料で利用できるWEB入居申請

システム「WEB申込プロ」と、「賃貸革命」が連携。

「WEB申込プロ」を通じてデータ化された入居者情報

を「賃貸革命」へ簡単に取り込むことができるように

なります。
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従業員の推移

※人員数は正社員数を表示

■ 従業員数の推移（正社員のみ）

年間計画人員に向けて人員の採

用は継続しつつ、営業部におい

てはマーケティング戦略強化に

よる一人あたり顧客獲得数の増

加を図る。

81 79 81 87 86 83 81 82 91 95 97 99 102

62 61 61
63 62 60 62 64

69 71 69 73 72

35 36 35
34 36

35 35 35

37
41 44

45 4443 46 54
58 66 76

88

113
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76

221 222
231

242
250 254

266

294
304

312 307 307

294

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q ４Q １Q

FY2021 FY2022 FY2023 FY2024

その他 開発部 営業部（SA） 営業部（営業）



Copyright ©2023, Japan PropTech Co.,Ltd. All rights reserved. 

22

• 市場の見える化、スケルトン化

• マーケティング施策のPDCA

• 各工程の生産性向上

• 仲介領域でのプロダクト拡販と顧客基盤作り

リード獲得
ナーチャリング

インサイドセールス フィールドセールス カスタマーサクセス

営業人員の生産性向上に向けたセールスフォースオートメーション
強化と高速PDCA

すべての情報の数値化とボトルネックの特定により、高速PDCAを図る。

営業体制の生産性向上・成約率向上
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～３カ年計画最終年度～

2024年６月期業績計画
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2024年６月期

業績計画

FY2022 実績 FY2023 実績 FY2024 計画 YoY

売上高 3,053 3,770 4,400 +16.7%

売上総利益 2,261 2,486 2,900 +16.6%

利益率 74.0% 66.0% 65.9% △0.1 pt

営業利益 500 329 700 +112.3%

利益率 16.4% 8.7% 15.9% ＋7.2pt

EBITDA 572 661 1,040 +57.3%

経常利益 538 376 700 +86.2%

当期純利益 283 185 380 +105.1%

(百万円)

３カ年計画（FY2022-FY2024）

M＆A、商品開発・拠点追

加・人材投資を経て、今後

は売上高と利益の拡大を図

る（高い利益率への回帰）



Copyright ©2023, Japan PropTech Co.,Ltd. All rights reserved. 

25

イニシャル売上は＋12.5％、営業利益については下期にかけて増加する計画。

（百万円）

■売上計画の前期比較 ■ 2024年６月期営業利益推移イメージ
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イニシャル ストック

前期までの投資は一巡、営業利益はストック売上の積み上

げにより下期にかけて増加する計画。

上期 下期

前期までに強化した営業体制を活かしつつ、着実な計画

達成に向けた計画値を設定。

＋16.7％

＋18.1％

＋12.5％

2.3億円 4.7億円

１Q累計 ２Q累計 ３Q累計 ４Q累計

売上高 営業利益

業績計画の前期比較と営業利益の上期下期バランスについて



Copyright ©2023, Japan PropTech Co.,Ltd. All rights reserved. 

26

３カ年計画最終年度 主要KPI （2022.6～2024.6）

■無償の業者間物件流通サービスの顧客数
（不動産BB及びリアプロ仲介)

■月額有償サービスの利用顧客数

FY2023：営業人員増による顧客接点強化により無償の顧客基盤は拡大。

FY2024：拡大は進めつつ、課題である有償サービスへの切り替えに注力。

FY2023：拡大する無償の顧客基盤に対して、積極的に有償クロスセルを提案。

FY2024：一人あたりの生産性を高めつつ、着実な成長を図る。
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※FY2023期初の増加について

経営統合したリアプロ仲介（無償）の既存顧客である17,157事業所（不動産BBとの

重複を除く）をアドオンしております。

※FY2023期初の増加について

経営統合したリアプロ管理（有償）の既存顧客である1,147事業所（当社有償顧客との

重複を除く）をアドオンしております。
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３カ年計画最終年度 主要KPI （2022.6～2024.6）

■売上の計画（イニシャル・ストック比） ■ MRRの計画

※ＭＲＲ・・・Monthly Recurring Revenueの略称で、月ごとに繰
り返し得ら れる収益のこと。 月間経常収益のことである。

■従業員（営業人員の計画）※正社員数

FY2023：修正計画を上回って着地。

FY2024：前回計画に対して、管理ソリューション月額料金

の一部値上げに伴いストック売上の増加を見込む。

FY2023：修正計画には及ばず。YoYでは＋36.7％。

FY2024：前回計画に対して、管理ソリューション

月額料金の一部値上げに伴うMRR増加を見込む。

FY2023：営業人員が計画を下回って着地。

FY2024：前回計画に対して、今後は採用を抑え、一

人あたりの生産性の向上を最優先。
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今後の成長ビジョン
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日本全国の不動産事
業者にＤＸ支援

プラットフォームで
より多くの事業者を支援

不動産業界の新たな
価値を創造

当社グループが目指すビジョン
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一気通貫のプロダクトラインナップで不動産DXを推進

不動産仲介会社向け

Brokerage solutions

賃貸管理会社向け

Property management solutions

賃貸管理システム導入実績No.1※1

※1：2020年全国賃貸管理ビジネス協会
WEBアンケート調べ(2020年1月17日～
2020年1月31日、2020年2月14日～2020年
2月20日)

業者間物件共有 集客支援・追客支援 契約支援 賃貸管理支援 コミュニケーション支援

経営分析支援

不動産事業者間で行わ
れる物件情報の共有・
仕入業務をデジタル化

ホームページでの集客
支援及び大手ポータル
サイトへの掲載支援

オンラインでの不動産取引
を支援、申込み、重説から

契約までスマホで完結

入居管理、更新管理、請求管理、入
金管理、オーナー送金、修繕管理な
ど、幅広い業務をシステムで効率化

オーナーや入居者との連絡を効率化、
専用スマホアプリで適切なコミュニ

ケーションを実現、トラブル防止にも。

賃貸革命に蓄積されたデータを自動
分析し、賃貸管理状況の見える化を

実現。分析作業の効率化にも。

不動産業務フローに沿った一気通貫のソリューションを提供

無償

業者間物件共有・物件仕入 集客・追客 契約 賃貸管理 入居者･オーナー管理 経営分析

IT重説

CRM|顧客管理

無償

クリエイト賃貸住宅インデックス

賃料及び空室率に関
する指標の情報提供

サービス

オーナー向け
満室戦略レポート

自動作成ロボ
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顧客基盤拡大

無償

セールスコンサルタント

３０拠点

有償

無償サービスで顧客基盤を拡大、国内３０拠点から不動産業界ＤＸを推進。

自社開発による商品強化と新たなソリューションを展開。

・髙い専門知識

・地域密着型の支援

・29年間のノウハウ顧客数：4万3,017 事業者

※FY2023.6末時点

顧客数：5,850 事業者

※FY2023.6末時点

商品拡充と新たなソリューション展開を図る

商品拡充と強化を継続
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a

a

a

低い解約率維持に向けた運用支援サポートと製品改善による長期的顧客支援

稼働・運用支援サポート体制

支援

顧客の長期的支援と低い解約率を維持

顧客満足度・信頼度が高まる 改善要望の蓄積、商品への反映

現地訪問型の
稼働支援

複雑な問題も
オンラインサポート
（画面共有）で解決

システムアドバイザー コールセンター

オンライン稼働支
援や他サービスと
の最適化を提案

カスタマーサクセス
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不動産BB

＋

リアプロ

サービス統合

・会員/物件情報の統合、国内最大級のサービスへ

・グループ内の開発効率も向上

・一本化したサービスは有償サービスを想定。

現在の不動産BBは無償サービスだが、今後は

自立した収益を確保。

国内最大級の業者間物件流通サービ

スに向けて商品の統合（一本化）を

進める。現在開発中、現不動産BB

は統合後には有償サービスとして展

開予定。

サービス説明

電話・FAX

不動産会社

業者間物件流通サービスとは

旧来 導入後

無償 有償

有償

業者間物件流通サービス

統合のポイント

※開発中

国内最大級の
サービスへ

業務が煩雑・情報鮮度も低い

これまで不動産業者間にて、電話や

FAXで行っていた物件情報の確認業務

をオンライン上で完結。データ連携

により入居申込や部屋の内見もオン

ラインで対応可能。管理会社・仲介

会社との情報共有を効率化できます。
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a

a

a

不動産業界の新たな価値を創造

Fintech・金融

コンサルティング
データ基盤提供

オーナー業務支援
B2C領域進出

BPO・BPaaS

不動産ＤＸ

プラットフォーム

業務支援 価値創造支援

関連事業者との連携

査定・価格可視化

当社の資産である不動産データ・顧客基盤、関連事業者とのデータ連携を活かして新たな価値を創造をする

不動産事業者
当社が保有する資産

・集約された不動産データ

・顧客基盤（ネットワーク）

・関連事業者とのデータ連携

データ連携

データ連携

データ連携
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Appendix
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成長促進に向けた戦略と執行の分業体制

2023年9月26日より代表取締役 2名体制へ

経営理念

経営方針

経営戦略

資本政策・M＆A

中長期ビジョン

執行戦略

執行アクション

代表取締役会長 CEO（旧：代表取締役 社長）

米津 健一

代表取締役社長 COO（旧：営業本部 本部長）

辻村 都雄

当社の持続的な成長と更なる企業価値の向上をより強力に推進することを目的

とした異動（代表取締役の増員）。経営における協力・分担・牽制を行い、経

営状況や経営環境の変化に迅速に対応していく。

1991 年 ４月 株式会社リクルート入社

2008 年 ４月 結婚情報誌ゼクシィ事業部門 営業統括部 営業執行役員

2015 年 ４月 マリッジ＆ファミリー事業 執行役員 事業本部長

2018 年 10 月 Ｂ．ＭＡＲＫＥＴＩＮＧ株式会社 代表取締役社長

（現バスケットボール・コーポレーション株式会社）

2022 年 ４月 株式会社メイテックフィルダーズ 代表取締役社長

2023 年 ７月 当社入社 営業本部長

2024 年 10月 当社代表取締役社長（現）

略歴

略歴

1981 年 ４月 ㈱豊田自動織機入社

1983 年 １月 ㈱ほるぷ入社

1985 年 １月 PM社（個人事業主）入社

（現㈱プロデュースメディア）

1994 年 ８月 当社設立、代表取締役社長

2022 年 ６月 ㈱リアルネットプロ取締役（現任）

2023 年 ９月 当社代表取締役会長（現任）

Appendix
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不動産領域におけるプラットフォーマーを目指して

不動産取引とは「お客様の夢を、最適な物件というかたちにすることで笑顔と感謝

がうまれる」そんな場であると私たちは考えます。不動産事業者様の「お客様の夢

をかたちにしたい、喜んでもらいたい」という純粋な思いを、最新のテクノロジー

で、より快適になったプラットフォームにより実現し、たくさんの笑顔がうまれる

社会をつくります。

私たちの想い

代表取締役 社長

「夢をかたちにして、たくさんの笑顔をつくるプラットフォーム」

Appendix
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会社名 日本情報クリエイト株式会社

設立 1994年8月

所在地 宮崎県都城市上町13街区18号

従業員数 335名（2023年6月末時点）うち正社員 307名

事業内容 不動産事業者向け業務支援システム及びサービスを提供

経営陣 代表取締役会長 CEO 米津 健一

取締役 DX推進部部長 丸田 英明

取締役管理部部長 瀬之口 直宏

社外取締役 渡辺絢

社外取締役監査等委員 三浦 洋司

社外取締役監査等委員 山元 理

上場市場 東証グロース 証券コード 4054

事業所 札幌/旭川/仙台/郡山/高崎/新潟
新宿/立川/埼玉/船橋/千葉/宇都宮/横浜/町田
大阪/京都/神戸/金沢/名古屋/浜松/静岡
広島/岡山/松山/
福岡/北九州/長崎/熊本/鹿児島/宮崎（本社）

全国30拠点
(2023年6月末時点）

福岡

広島

松山 大阪

金沢

埼玉

新宿浜松

仙台

札幌

都城（本社）

旭川

郡山

高崎

新潟

船橋

千葉立川

横浜
町田

静岡

名古屋

京都

神戸

岡山

北九州

長崎

熊本

鹿児島

会社概要

取締役監査等委員 宮嵜智明

取締役営業本部本部長 渡邉良

代表取締役社長 COO 辻村都雄
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売上推移

29期連続増収

0.6％

国内事業所数

賃貸管理システム
導入実績

30拠点

低い解約率

No.1

２億 39百万

MRR

※2023年6月末時点※2023年6月期 実績

※2023年6月末時点

※１

※１：2020年全国賃貸管理ビジネス協会WEBアンケート調べ(2020年1月17日～2020年1
月31日、2020年2月14日～2020年2月20日)

当社の特徴｜不動産特化型SaaS企業、プラットフォーマーを目指す

事業概要

不動産DXを推進する
プラットフォーマーを目指す

テクノロジーを活用して不動産賃貸・売
買に関する業務ソリューションを提供

導入事業所数（累計）：5,179事業者

売上高の約73％がストック売上

※2023年6月末時点

平均月次解約率

Appendix
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0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

0.6％

創業来

29年連続

増収を達成

FY2023実績

解 約 率

（百万円）

創業：1994年 8月

※解約率は平均月次解約率

月次解約率･･･既存契約の月額課金額に占める、解約に伴い減少した月額金額の割合

業界のＩＴ投資も追い風に
ストック売上が順調に積み上がる

29期売上高 37.7 億円

（年）

業績及び解約率の推移

0.4% 0.5%
0.3%

0.6% 0.5% 0.4% 0.4%
0.6%

0.4% 0.3%

1.2%

0.6%

■解約率の推移（平均月次解約率）

■売上高の推移

FY2021 FY2022 FY2023

３Q２Q１Q４Q３Q２Q１Q４Q３Q２Q１Q ４Q

FY2023.3Qの解約率一時上昇について
・・・特定ユーザー１社への専用サービス提供終了に伴う上昇。４Qは通常の水準に回帰。

Appendix
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顧客業務の部分最適から全体最適へ

顧客基盤拡大及び商品・サービス強化によるアップセル・クロスセルを通

じた業績拡大と企業価値の向上

不動産業界にとってなくてはならない企業となりプライム市場へのステッ

プアップを目指す

M＆Aを成長戦略の１つとして成長スピードの加速を図る

１

２

３

４

３カ年成長戦略について | 2022.６期～2024.６期

Appendix | 3カ年成長戦略について

これまでの低収益の資本(キャッシュ)が貯まるビジネスモデルからM＆Aや株主還元など、収益性の高い資本へのシフトを図
る。尚、今後のM＆Aについて現時点で具体的に開示可能な案件はございません。



Copyright ©2023, Japan PropTech Co.,Ltd. All rights reserved. 

42

成長

創造
不動産業界のDX化
お客様の業務の部分
最適化を推進

変革

Mission：関わるすべての人をHAPPYに

過去 2022.6 ～ 2024.6 2025.6～

ソフトウェア会社
からの脱却 プラットフォーム構築ステージ

プラットフォーマー
ステージ

商品戦略 人材戦略 顧客戦略

マーケティング及
び拠点展開

業界のDX化には顧客と
の接点を増やすことが
差別化要因となる。
販売拠点展開及びマー
ケティングを強化する。

商品強化と新たな商品
開発によるアップセ
ル・クロスセルを通じ
た売上高の拡大と収益
性の向上を目指す。

営業人員増によるマー
ケットシェアの拡大を目
指す。同時に社内に教育
機関を設立し営業未経験
者の早期戦力化を図る。

営業体制の強化商品強化

３分野への投資を通じた

独自プラットフォーム構築

３分野への投資を通じて成長スピードを加速

Appendix | 3カ年成長戦略について
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デジタル改革関連法案成立

①業界のDX化：法改正による不動産業界全体の意識改革

②業務のDX化：コロナウイルスによる不動産事業者のオンライン業務の増加

③個人のDX化：ユーザーのデジタルネイティブ化

外部要因：３つのDX化により市場成長率が急拡大

2022年5月18日より不動産取引における契約
書への押印が不要となる。契約業務がデジタ
ル化することで不動産取引全体のDX化の加速
が予想される。当社では自社開発で電子契約
を開発。2021年11月19日リリースにより早期
需要の取り込みを目指す。

テレワーク需要による変化 毎年約6,000事業者が開業

テレワーク需要により賃貸革命においてオン
プレミスからクラウドへの移行が進んでいる。
当社では不動産事業者の業務プロセスのオン
ライン化を、クラウド移行等のサポートを通
じて実現する。

12万を超える宅建業者数は毎年5,000～
7,000事業者が新規開業する。デジタルネ
イティブ世代と言われる若い経営者の市場
への参入は、DX化の加速に繋がる。当社
では新規開業者向けのプラン（スタートバ
リュープラン）をラインナップに加えた提
案を行う。

出典
不動産適正取引推進機構平成 30 年度末 宅建業者と宅地建物取
引士の統計について国土交通省「宅地建物取引業者数の推移」

３カ年計画策定の背景

Appendix | 3カ年成長戦略について
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プラットフォーム化

①プラットフォーム化戦略：不動産業務を一気通貫でカバーする製品群

②ヒト・モノへの投資：人材採用・拠点展開・商品開発への先行投資

③黎明期の不動産業界DX市場においてシェア拡大を優先する

自社要因：不動産業界DX化をふまえて大きな成長を志向する決意

人材採用・拠点展開

当社の強みである地域密着型のセールスコン
サルティングを強化する。日本国内の不動産
事業者をデジタル化する為には全国のリアル
店舗の出店とカスタマーコン
サルタントの増員は必要不可
欠である。拠点追加及び人員
の採用に積極的な投資を行う。

日本の不動産業界の IT資本投入は米国
の1割、労働生産性は4割に留まるなど、
労働生産性は全業界平均と比べてかな
り低い状況にある。(※1)
当社では現在が不動産業界DX化の黎明
期と考え、先行投資を行うことでシェ
ア拡大を進める。

拠点増・人員増

不動産業界DX市場の成長

一貫して不動産業務を網羅

物件仕入・他社共有

広告・集客

物件管理・家賃管理

入居者
オーナー管理

申込・契約

経営分析

厚生労働省 「平成 27 年版 労働経済の分析」
平成 27 年９月

※１出典
総務省「平成30年度 ICTの経済分析に関する調査」

３カ年計画策定の背景

Appendix | 3カ年成長戦略について
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業務一気通貫の
商品力

販売拠点数 サポート力 市場シェア
２９年間の
ノウハウ

仲介業務から管理業務ま
で一気通貫でのワンス
トップソリューション。
幅広いラインナップによ
り顧客の様々な課題を解
決する。

商品力・販売力・サポート力・実績・経験

による市場シェア拡大

１ ２ ３ ４ ５

全国の不動産会社に対し
て地域密着型のコンサル
ティングを提供。提案の
みならずサポート面にお
いても有益であり顧客の
信頼を獲得。

導入後の支援を行うシス
テムアドバイザーを全国
拠点に配置。また、自社
コールセンターによりリ
モートサポート等の後方
支援も実施。

賃貸管理システム市場は
その業務複雑性から新規
参入が少ない市場。その
なかで高い導入率を誇る。
また、鮮度の高い物件
データは新たな分析サー
ビスにも活用。

DX化が加速する一方で、
業界内には地域ルールや
個社毎の運用方法が存在
する。当社は２９年間の
ノウハウを活用し業界に
最適なDXを推進する。

競争優位性と当社の独自性

当社の特徴と競争環境

Appendix
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当社の強みである地域密着コンサルティング
を広域で展開することにより成長を推進。

旭川

高崎

北海道 札幌

東北

関東

中部

近畿

中国

四国

仙台 郡山

新宿
（東京本社）

立川

新潟

埼玉 船橋 千葉

横浜町田

名古屋 静岡 浜松

大阪 京都 神戸

金沢

広島 岡山

九州

松山

福岡 北九州 長崎

宮崎
（本社）

熊本 鹿児島

福岡

広島

松山 大阪

金沢

埼玉

新宿浜松

仙台

札幌

都城（本社）

旭川

郡山

高崎

新潟

船橋

千葉立川

横浜
町田

静岡

名古屋

京都

神戸

岡山

北九州

長崎

熊本

鹿児島

創業来より徐々に増やしてきた拠点は全国30拠点。今後も地域密着型コンサルティングによって個社

毎の課題を解決し、不動産業界全体のDXを推進する。

当社の特徴 | 地域密着型コンサルタントと顧客支援の徹底

宇都宮

宇都宮

Appendix
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成長する市場環境

Appendix

成長する不動産テック業界

3,419 4,126 4,428 4,852 

10,017 

867 
1,002 

1,198 
1,257 

2,445 

4,286 
5,128 

5,625 
6,110 

12,461 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

（予測）

グラフ タイトル

消費者向けB to C領域 事業者向けB to B領域

19,366 18,688 18,161 17,620 16,898 16,236 15,618 15,171 14,708 14,004 13,374 

103,249 103,358 104,470 105,629 106,435 107,476 108,759 110,414 112,441 
114,475 

116,230 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年

個人 法人

不動産テック業界は飛躍的な市場

拡大が見込まれ、当社製品への

ニーズは今後も拡大。

市場規模：1兆2,461 億円

2025年度予測

業者数は12万前後で安定

宅建業者数の推移

法人業者が微増、個人業者は減少。

不動産事業者の開業・廃業による

入れ替わりがあり、全体的には横

ばいで、安定した市場環境が保た

れている。

■「不動産テック市場に関する調査（2021年）」

■「宅地建物取引業者数の推移（令和４年度末）」

出所：(株)矢野経済研究所「不動産テック市場に関する調査（2021年）」2021年8月17日発表

出典：不動産適正取引推進機構 令和3年度末 宅建業者と宅地建物取引士の統計について 「宅地建物取引業者数の推移」

BtoB領域：2,445 億円

BtoC領域：1兆17億円
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新規開業による

IT設備投資需要

不動産DXで業界の

労働生産性改善を図る

出典：総務省「令和４年度 ICTの経済分析に関する調査」 ※実質労働生産性（実質GDP/雇用者数）の推移を指数（2000年=100）として示したもの

5,150 

5,303 

5,412 5,572 
5,933 5,913 6,032 6,028 6,349 
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開業

出典：不動産適正取引推進機構 令和４年度末 宅建業者と宅地建物取引士の統計について 「宅地建物取引業者数の推移」
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全産業 不動産

不動産業界の労働生産性は低く、

改善に向けたDX需要は今後も高

まる。当社は、業務を幅広く網

羅した一気通貫の商品ライン

ナップで業界の労働生産性改善

を支援する。

毎年6,000~7,000事業者以上が開業、

デジタルネイティブ世代の参入は

DX向上の追い風に。

Appendix

■宅建業者数増減の推移

■労働生産性指数の推移

成長する市場環境
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Appendix

業者間ネットワーク

ホームページ作成ツール 不動産ポータルサイト出稿ツール

無償

不動産会社

集客

反響・追客

不動産特化型のHP作
成ツール。他サービ
スとのデータ連携。

CRM(顧客管理)

申込・成約

電子入居申込

関連事業者との手続き

家賃保証会社 ライフライン取次会社

データ連携

無償

仕入

入居希望者

不動産業務のデジタル化により
部屋探しから契約までスマホで完結

当社の不動産DX支援

「シームレスなデータ連携」に

よる不動産業務全体の効率化

不動産ポータルサイト
に複数物件を一括反映
、効率的な集客へ。

反響対応をデジタル
化、効率的な追客で
成約率向上。

オンラインでの内見を
含む接客システム。接
客対応の効率化。

入居申込をオンライ
ンで。入居者はスマ
ホで完結。

不動産契約をオンラ
インで。22年5月の法
改正で解禁。
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Appendix

当社の不動産DX支援

「シームレスなデータ連携」に

よる不動産業務全体の効率化

経営分析ツール

申込・成約

賃貸管理

オーナー向け

入居者向け

金融機関保険会社

関連事業者との手続き

データ連携

経営支援

契約管理

家賃管理

オーナー

入退去管理

修繕管理

オーナーとの連絡を
スマホ上で完結。

AI分析による最適な
空室対策を提案。

入居者との連絡をス
マホ上で完結。更新
の案内もスマホで。

管理物件の収益状況
を確認。経営分析の
デジタル支援。

当社が保有・管理する膨大なデータ量
のデータベースから算出。全国の各地
域における、賃貸住宅の賃料、空室率
の推移を時系列で把握・比較すること
が可能。

家賃推移・空室率を指数化した賃貸住宅インデックス

オルタナティブデータ
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本資料の取り扱いについて

（将来見通しに関する注意事項）

• 本資料には、将来の見通しに関する記述が含まれています。これらの記述は、当該記述を作成した時点における情報に基づ

いて作成されたものにすぎません。さらに、こうした記述は、将来の結果を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包

するものです。実際の結果は環境の変化などにより、将来の見通しと大きく異なる可能性があることにご留意ください。

• 上記の実際の結果に影響を与える要因としては、国内外の経済情勢や当社の関連する業界動向等が含まれますが、これらに

限られるものではありません。

• また、本資料に含まれる当社以外に関する情報は、公開情報等から引用したものであり、かかる情報の正確性、適切性等に

ついて当社は何らの検証も行っておらず、またこれを保証するものではありません。

• 当社以外の会社に関する情報は、一般に公知の情報に依拠しています。

• 本資料は、いかなる有価証券の取得の申込みの勧誘、売付けの申込み又は買付けの申込みの勧誘（以下「勧誘行為」とい

う。）を構成するものでも、勧誘行為を行うためのものでもなく、いかなる契約、義務の根拠となり得るものでもありません。

投資に関する決定はご自身の判断において行っていただくようお願い致します。
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関わる全ての人を
HAPPYに
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